
（仮訳） 

多重危機時の持続可能な開発目標の達成 

 

Ｇ７開発大臣会合コミュニケ 

（２０２２年５月１９日） 

 

１．我々Ｇ７開発大臣は、５月１８～１９日にベルリンで会合を開催し、世界中の安全、

福祉、繁栄を危うくする複数の危機に対処した。紛争、気候変動、環境劣化、生物多様

性の損失、経済衰退と貧困、差別、食料不安と栄養不良、質の高いヘルスケアへのアク

セスの欠如、エネルギー不安、ジェンダー不平等及びジェンダーに基づく暴力、新型コ

ロナウィルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）の影響、世界的な教育危機に脅かされる人々

が増えている。 

 

２．我々は、同時に発生したこれらの後退が、世界、特に途上国及び脆弱な状況にある

集団に特別な負担をかけていることを認識する。我々は、世界中の人道上のニーズに引

き続き対処していく。我々は、ルールに基づく多国間体制、及び、誰一人取り残さない、

開かれた、包摂的な、国際協力を守ることに引き続きコミットする。 

 

３．持続可能な開発のための２０３０アジェンダ、アディスアベバ行動目標及びパリ協

定の目標に対する我々のコミットメントは、引き続き強固なものである。我々は、ＯＤ

Ａ／ＧＮＩ比０．７％目標といったそれぞれのＯＤＡに対するコミットメント、及び、

後発開発途上国（ＬＤＣｓ）に対するＯＤＡの減少傾向を転換させ、最もニーズの高い

ところにＯＤＡをより優先的に配分するという我々のコミットメントを再確認する。 

 

４．ウクライナに関するＧ７開発大臣声明を再確認し、我々は、ロシア連邦のウクライ

ナ及び同国国民に対する不当で、いわれのない、違法な侵略戦争を非難する。我々は、

ロシアの侵略戦争が地域的にも世界的にも、経済、健康、社会、食料安全保障、人権、

政治に及ぼす多大な影響を深く憂慮している。 

 

５．我々は、ウクライナと連帯し、ロシアの残虐な侵略によって悪影響を受けた周辺諸

国を支援する。我々は、ウクライナ及び周辺諸国を支援するための二国間及び多国間の

措置、及び、国際開発金融機関（ＭＤＢｓ）の出資者としての役割を通じ迅速に対応し

た。 

 

６．我々は、ロシアのウクライナに対する侵略戦争による、域内外の飢餓と栄養不良、

貧困及びその他の不平等の増大といった世界的な影響を特に懸念している。その結果、

世界的な食料不安と人道危機がさらに悪化するだろう。 

 

７．戦争はまた、あらゆる多様性を持った女性と女児、また男性や男児、高齢者、障害

者及びＬＧＢＴＩＱ＋等その他の脆弱な集団に対する劇的な暴力の増加につながり、地

域において人道的保護のニーズを深刻化させた。女性と子どもは、紛争に関連した性的

暴力、子どもの早期・強制結婚及び性的搾取・虐待等の性的及びジェンダーに基づく暴

力（ＳＧＢＶ）による重大な危険に直面している。我々一同は、全ての人道的介入の最

前線においてＳＧＢＶの予防及び対応に関する活動を維持し、より幅広いコミュニティ

による対応を主導することにコミットする。 

 



より良い未来と強い社会への投資 

持続可能な農業と食料システム 

 

８．我々は、３月３日、３月２４日、４月７日及び５月８日の我々の首脳による声明に

よってコミットしている。我々は、３月１１日及び５月１４日のＧ７農業大臣による声

明及び５月１４日のＧ７外務大臣による声明を完全に支持し、ロシアのウクライナに対

する侵略が、パンデミック、気候変動とその影響、生物多様性の喪失、経済困難及び武

力紛争によって世界の農業市場に厳しい影響をもたらす等、既に発生している憂慮すべ

き状況を悪化させているため、世界の食料不安の悪化や、特に女性、女児・男児及び脆

弱な状況にある人々の中に飢餓やあらゆる形態の栄養不良に苦しむ人々が増加するこ

とをについて深く懸念している。 

 

９．我々は、多くの国に影響を与えている食料価格の高騰に深刻な懸念をもって留意し、

インフレ自体やその結果、特に、将来の農業生産及び生産性に影響をもたらす潜在的な

供給の混乱となる食料、農産物及び投入材、とりわけ肥料へのアクセスについて、可能

な限り緩和するために、共同且つ、積極的に貢献することを確認する。依存を減らし、

長期的な強靱性を強化するために、我々は、地域の持続可能な生産の増加と、輸出を制

限する不当な措置の自制を支持する。我々は、全ての国に対し、食料・農産物市場の開

放を維持し、農産物輸出に対するいかなる不当な制限的措置から守ることを求める。

我々は、我々のロシアに対する制裁の実施が、世界の農産物・食品貿易へのいかなる直

接的影響も最小化するよう慎重に設計されていることを想起する。 

 

１０．我々は、国連事務総長による国連の「国連グローバル危機対応グループ」の設立

を歓迎し、また他の取組も通じた、ロシアによるウクライナへの侵略戦争が与える影響

に対処することを目的とする食料安全保障のためのグローバル・アライアンスの立ち上

げを支持する。我々は、財団、慈善家、市民社会、民間セクター、科学・研究機関と同

様に、Ｇ７を超えて関心を有する政府、関連・権限を有する国際機関を含む、同様の志

を持った利害関係者と協力することにコミットする。我々は、全てのパートナーと種々

の国際イニシアチブ、例えば食料および農業レジリエンス・ミッション（ＦＡＲＭ）や、

このＧ７開発大臣会合でのアフリカに対するものやイタリアが主催予定の地中海地域

に対する食料安全保障危機についての地中海閣僚級対話などを含む重要な地域アウト

リーチイニシアチブが計画するとおり、政治的なコミットメントを実際の行動に向ける

という目標をもって、緊密に協力する。我々は、５月１８日に開催された「グローバル

な食料安全保障のための行動要請閣僚会合」を歓迎する。我々は、農業と食料システム

の強靱性を強化するために、世界農業食料安全保障プログラム（ＧＡＦＳＰ）と国際農

業開発基金（ＩＦＡＤ）が果たしている極めて重要な活動を引き続き支援する。我々は

Ｇ７外相会合にて合意された「ロシアによるウクライナに対する侵略戦争が世界の食料

安全保障に及ぼす影響に関するＧ７外相のコミットメント」を歓迎する。 

 

１１．我々は、進行している世界の農産物、食料安全保障・栄養状況に対応する中で、

我々の行動が、世界及び地域の、特にパートナー国の、食料・栄養安全保障を支える基

盤としての農業及び食料システムの長期的な強靱性と持続性を強化するものとなり、弱

体化させるものとならないよう支援することを確保する必要がある。我々は、持続不可

能な土地利用の変化と森林減少を引き起こさず、気候変動対策を損なうことのない食料

供給生産性のアプローチに努めていく。 

 



１２．我々は、２０３０年までに５億人を飢餓と栄養不良から救い出すというＧ７・２

０１５エルマウの目標を支持する。この目標を持続可能な方法で達成するための資金調

達の必要性の健全な科学的特定と、最も効率的な介入及び目標達成に向けた持続可能な

手法によるアプローチに基づいて、我々は、途上国における農業と食料システムの持続

可能な変革を支援し、小規模農家への支援を増加させるために我々のＯＤＡを用いるこ

とにコミットする。我々は、アグロ・エコロジーやその他の革新的なアプローチを含む

世界の農業及び食料システムの持続可能かつ包括的な変革に強く焦点を当て続けるこ

とに、引き続き完全にコミットする。 

 

１３．持続可能な農業と食料システムへ向けた変革を達成するためには、２０１５年の

エルマウ・アジェンダ以上のことを実施する必要がある。科学と証拠は、農業・貿易政

策の転換を支える鍵であり、我々は、知識と証拠に基づくベストプラクティスの共有を

奨励する。我々は、生物多様性と生態系の保全と保護の重要性を認識し、既存の取組と

密接に連携しながら、農業政策の変革のためのナレッジネットワークの構築の価値につ

いて検討し、１１月にシャルム・エル・シェイクで開催される国連気候変動枠組条約（Ｕ

ＮＦＣＣＣ）第２７回締約国会議（ＣＯＰ２７）において、食料システムに焦点を当て

るよう求める。アビジャンで開催された砂漠化対処条約（ＵＮＣＣＤ）第１５回締約国

会議（ＣＯＰ１５）での我々の貢献で強調したように、持続可能な農業は土地の劣化と

食料不安との戦いに不可欠であり、これは生物多様性条約（ＣＢＤ）第１５回締約国会

議（ＣＯＰ１５）への我々の貢献でも示されるであろう。我々は、農業生産と森林減少・

劣化を切り離す、持続可能なサプライチェーンの実現に向け、取組を続ける。我々は、

途上国の小規模農家が生態系サービスや農業・食料安全保障を支えていることに対して、

どのように補償を行うことができるかを既存の取組も踏まえ検討する。女性、若者、社

会から疎外された集団は、意思決定、政策立案、政策実施の過程に含まれるべきである。 

 

１４．我々は、東京栄養サミット２０２１におけるコミットメントを歓迎し、食料安全

保障、栄養及び食料システムに関するＧ２０マテーラ宣言を想起し、飢餓とあらゆる形

態の栄養不良を終わらせ、持続可能で強靱且つ包摂的な食料システムを構築すること及

び、それを可能にする環境整備を提唱する２０２１年国連食料システムサミットにおけ

る国連事務総長の行動宣言を支持する。我々は、国家の、独立した、世界的な対話と行

動の連携に留意し、画一的なアプローチは存在しないことを認識する。我々は、Ｇ７農

業大臣と連携し、国内外における食料システムを持続可能なものとする変革が、世界の

食料安全保障と栄養を達成するための根本であると確信している。 

 

１５．我々は、全てのパートナーにゼロハンガー・コアリションを支持または参加する

よう、パートナー政府、女性団体、市民社会、国際機関、学界、民間企業を含む全ての

関係者と連携するよう奨励する。我々は、「プライベートセクター宣言」において既に

なされたコミットメントを歓迎し、持続可能な農業及び食料サプライチェーンのために

民間セクターのアクター、市民社会及び地域のアクターと協力していくことに引き続き

コミットする。我々は、持続可能なサプライチェーンイニシアティブ（ＳＳＣＩ）にお

いてなされた進展を歓迎する。 

 

１６．アフリカ大陸の国々は、食料不安を含む複数の危機の影響を特に受けており、我々

は、食料不安の複雑な起源に対処し、より持続可能な農業と食料システムに向けた変革

への持続的な解決策を特定するために、アフリカのパートナーへの支援を継続すること

にコミットする。我々は、これらの問題を議論するために、アフリカのパートナーにア



ウトリーチした。議論の詳細な結果は、付属文書のＧ７議長総括にまとめられている。 

 

１７．我々は、アフガニスタンの食糧危機を克服するために、パラグラフ２５で言及さ

れている未だ応えられていない明確な国際的な期待にかんがみて、最も脆弱な、特に女

性と女児のニーズを考慮しつつ、アフガニスタンの農業セクターを支援することにコミ

ットしている。金融及びプライベートセクターに対する我々の支援は、アフガニスタン

の経済回復のための最低限の実現要件を満たすことに対する、タリバーンの意思にかか

っている。 

 

１８．持続可能で公平な農業と食料システムの構築における、あらゆる多様性を持った

女性と女児の重要な役割を踏まえると、また、多くの国では女性が未だに土地の権利を

保有できない状況に置かれている一方、世界の農業労働の４０～６０％を女性が担って

いることに留意すると、女性と女児の積極的な関与はこの改革を達成するための礎であ

ることから、様々なジェンダー不平等に対処することは重要である。 

 

ジェンダー平等 

 

１９．複数の危機に直面したときの社会の強靱性を確保するために、我々は、全ての人

に対してより良い機会を創出しなければならない。我々は、性的特徴、性自認や性的指

向にかかわらず、全ての人の平等な政治的、経済的、社会的参画とエンパワーメントを

確保する必要がある。フェミニスト開発政策（注：女性の参画推進や女性・男性の同等

の利益の追求などジェンダー平等の視点を採り入れた開発政策）の精神に則り、我々の

対外的行動は、有償・無償のケア労働のジェンダー不平等による負担とＬＧＢＴＩＱ＋

の排除を克服するために、また、特に教育や性と生殖に関する健康と権利（ＳＲＨＲ）

の保護を通じて有害なジェンダー規範を終わらせ、紛争、危機、避難の際における女児、

思春期の少女そして女性の固有のニーズに対処することによって、全てのジェンダーと

性的アイデンティティの公平と平等に、さらに焦点を当てるべきである。 

 

２０．今こそ、ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのための資源を活用するため

に、あらゆる力を結集する時である。我々は、ジェンダー平等と女性のエンパワーメン

トを対象としたＧ７の二国間ＯＤＡの割合を今後、Ｇ７全体として増加させるために努

力することにコミットする。我々は、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）開発援助委員会（Ｄ

ＡＣ）のジェンダー平等ポリシー・マーカーを用いてその進捗を追跡する。我々は、２

０２２年５月６日に公表されたジェンダーを変革するアプローチをより多く実施する

ことで、我々の支援活動におけるジェンダー平等への影響を高めることを目指す。我々

は、新しいガイダンス「ジェンダー平等と女性と女児のエンパワーメント：開発パート

ナーのためのガイダンス」を歓迎し、支持する。今月ＯＥＣＤ事務総長の権限で発表す

る本ガイダンスは、我々の援助活動におけるジェンダー平等インパクトを強化するため

の貴重なツールである。さらに、我々は、ジェンダー平等と女性のエンパワーメントの

ための追加の民間資源を動員するための取組を強化する。２Ｘチャレンジの野心と成功

を歓迎し、我々は、ＳＤＧｓファイナンスに対するジェンダー・レンズ投資の重要性を

認識し、強調する。我々は、ジェンダー・レンズ投資のインパクトと透明性を高めるた

めの独立した普遍的な認証メカニズムの開発において、新たに設立された２Ｘコラボラ

ティブを支援し、投資家と投資先が認証を受けることを奨励するよう、官民両セクター

に求める。 

 



２１．ＣＯＶＩＤ－１９は、有償及び無償のケア労働の不平等かつ性別によって偏りの

ある配分と全般的に過小評価されていることを浮き彫りにすると同時に、悪化させた。

あらゆる多様性を持った女性と女児が、有償及び無償のケア労働に不均衡な割合で従事

している。我々は、この状況が、持続可能な開発、ジェンダー平等、全ての女性と女児

の経済的エンパワーメントに対する障害となることを懸念している。我々は、無償のケ

アを認識し、削減し、再配分すること、ケアの需要を満たすために十分なケアの仕事を

創出してケア労働者に公平に報いること、そしてＩＬＯの「ディーセント・ケア労働の

ための枠組み」で詳しく述べられているように、社会対話と団体交渉においてケア労働

者に代表権を与えることの必要性を強調する。したがって、我々は、ケアのためのグロ

ーバル・アライアンスにメンバーまたは関連パートナーとして参加することも含め、ケ

ア労働に取り組むためのベストプラクティスを開発・共有し、パートナー国におけるケ

ア・エコノミーを強化する。 

 

２２．ＬＧＢＴＩＱ＋の人々は、ＳＧＢＶ、迫害、社会的排除、貧困、差別の影響を強

く受けている。ＣＯＶＩＤ－１９は、ＬＧＢＴＩＱ＋の人々にとってのこれらの課題を

さらに悪化させた。Ｇ７として、我々は、ＬＧＢＴＩＱ＋の人々に対する、複数に交差

する様々な形態の暴力と差別に取り組むうえで、積極的な役割を果たすことにコミット

する。我々は、開発協力において、全てのジェンダーの平等、性的指向、性自認及び表

現の多様性、並びに性的特徴に持続的に焦点を当てることに合意する。我々は、ＬＧＢ

ＴＩＱ＋の市民社会及び人権擁護者との協働を拡大することを目指す。我々は、細分化

されたデータを作成し、ＬＧＢＴＩＱ＋の人々の開発成果を改善するための中心的なツ

ールとして、国連ＬＧＢＴＩインクルージョンインデックスの実施を支援することにコ

ミットする。我々はまた、性的指向と性自認に関する国連独立専門家の重要な役割を認

める。 

 

２３．我々は、ＣＯＶＩＤ－１９が世界中の教育、特に最も疎外された学習者に破壊的

な影響を与えることを深く懸念している。教育において、また教育を通じて、特に女子

教育に焦点を当てたジェンダー平等を促進することは、平和で公正な社会にとって極め

て重要である。したがって、我々は、前年度の女子教育へのコミットメントを堅持する。

我々は、ジェンダー平等、あらゆる多様性を持った女性と女児の健康・エンパワーメン

ト、そして質の高い教育を受ける権利における世界的な成果に対する世界的な脅威であ

り続ける構造的な障壁や有害なジェンダー規範、固定観念、役割、慣行を終わらせるこ

とによって、より強靱で包摂的なジェンダー変革のための教育システムに貢献する。こ

れは、ＳＧＢＶ、女性器切除、児童婚、早期結婚、強制結婚、１０代の妊娠を削減する

のに役立つ。教育のためのグローバル・パートナーシップ、教育基金「Ｅｄｕｃａｔｉ

ｏｎ Ｃａｎｎｏｔ Ｗａｉｔ（教育を後回しにはできない）」、国連教育科学文化機関

（ＵＮＥＳＣＯ）、国連児童基金（ＵＮＩＣＥＦ）、国連女子教育イニシアティブ（ＵＮ

ＧＥＩ）、ジェンダー・アット・ザ・センター・イニシアティブ（ＧＣＩ）、市民社会及

び二国間のパートナーは、この取組の主要な関係者である。 

 

２４．ウクライナやその他多くの脆弱な状況における憂慮すべき出来事は、紛争、暴力、

人道危機及びこれらによる結果がジェンダー的に中立ではないことを改めて示してい

る：紛争、危機、避難において、女性や子どもたち、とりわけ女児や、性的指向や性自

認に基づいて疎外された人々は、悪化したＳＧＢＶに対して特に脆弱であり、性的搾取

や虐待、人身取引のリスクの高まりにさらされている。同時に、平和と政治的プロセス

において、重要な意思決定の役割を担う女性の割合が著しく低い。世界中の女性平和構



築者、前線で活動する人道支援者及び人権擁護者の安全は、ますます脅かされている。

我々は、紛争下及び避難民の女性たちが、変化の担い手として、個有のニーズ、課題、

可能性を持っていることを認識する。我々は、「女性・平和・安全保障アジェンダ」と

緊密に連携し、強制移住に関するアクションネットワークとその目的への支援を含め、

社会・経済・政治的意思決定、紛争解決及び平和構築プロセスへの完全、平等、効果的

かつ意味のある参画を確保するための取組を強化することにコミットする。我々はさら

に、例えば、紛争や避難の影響を受けている国の市民社会組織を支援する、女性の平和

と人道基金（ＷＰＨＦ）の強制移住に関する拠出ウィンドウを通じて、または強制移住

に関するアクションネットワークのパートナーになることを通じて、避難、紛争、移住

の文脈における女性の完全、平等、効果的かつ意味のある参加を、政治的または資金的

に、促進するプロジェクトを支援することにコミットする。 

 

２５．我々は、アフガニスタンの人々が現在も直面している悲惨な人道的、社会的、政

治的、経済的、人権的状況を特に遺憾に思う。我々は、タリバーン政権を正当化しない

一方で、志を同じくするドナーとともに、アフガニスタンの人々への支援を継続するこ

とを決意する。Ｇ７は、世界銀行、アジア開発銀行（ＡＤＢ）、及び国連と緊密に連携

し、アフガニスタンにおける基本的人道ニーズに対応し、社会基盤を維持するための支

援を継続する。この支援は、人権の尊重、女性、子ども、とりわけ女児、少数民族、そ

の他の脆弱な集団の平等な扱い及び公的生活のすべての側面における完全なる参画、並

びに支援流用の防止、アフガン二スタンの土地を利用したテロ集団や個人による他国へ

のいかなる攻撃をも予防するための同国におけるテロとの闘いという共通の規範と原

則の明確な尊重に基づくものである。我々は、アフガニスタンの女性と女児が同国の長

期的な安定と発展のために極めて重要であることを踏まえ、タリバーンに対し女性と女

児の権利を認識し、尊重し、促進することを求める。あらゆる多様性を持った女性と女

児及その他の周縁化されたコミュニティが基本的なサービス、教育、労働市場に平等に

アクセスできるようにしなければ、アフガニスタンの危機を克服することはできない。 

 

２６．気候変動、水の不安定性、土地の劣化、生物多様性の損失、地球規模の汚染との

前例のない規模と相互依存は、人間の存続に関わる脅威をもたらし、持続可能な開発の

ための２０３０アジェンダとパリ協定の成功を危険にさらしている。我々は、気候変動

と生物多様性の損失という相互依存的な課題を克服するためには、全ての国家が共同で

取り組む必要があることを認識する。 

 

２７．我々は、気温上昇を１．５℃に抑えることを射程に入れ続けるため、また可能な

限り早く、遅くとも２０５０年までに温室効果ガスの排出量をネット・ゼロとする我々

の目標を達成するため、グラスゴー気候合意を含むパリ協定及びその下での成果を実施

するための我々の個別・共同の取組を強化することに強くコミットする。気候変動に関

する政府間パネル（ＩＰＣＣ）第６次評価報告書（ＡＲ６）第３作業部会報告書の結果

を踏まえ、我々は、クリーンエネルギー開発の必要性及び世界のメタン排出量を劇的に

削減するための迅速な行動を認識する。我々の行動には、野心的かつ効果的なポスト２

０２０生物多様性枠組の採択と速やかな実施が含まれる。再生可能エネルギーや食品、

産業、鉱業などの他分野のための原材料の責任ある生産、調達、及び持続可能な消費パ

ターンは、世界的に公正な移行を可能にするために極めて重要である。我々は、ネット・

ゼロ排出と気候変動に強靱でネイチャーポジティブな社会への移行が、影響を受ける社

会集団のパートナーと利害関係者及び先住民族の完全、平等、効果的かつ意義のある参

加を得て、包活的かつジェンダー平等で、社会的に公正な方法で実施されることを確保



する必要がある。国連気候変動枠組み条約（ＵＮＦＣＣＣ）の強化されたジェンダーに

関するリマ作業計画及びそのジェンダー行動計画、並びにポスト２０２０生物多様性枠

組の下でのジェンダー行動計画に沿って、Ｇ７は、対象と目標全体にわたるジェンダー

主流化の重要性を認識する。Ｇ７・２０３０年自然協約に基づき、我々は２０２５年ま

でに、我々の国際開発援助が自然に害を与えず、人々、気候、自然のために全体として

ポジティブな結果をもたらすことを確保する。 

 

２８．我々は、気候と生物多様性に関係するこれらの目標を達成するために、グローバ

ルな行動の必要性と全ての国、特に主要排出国と協働するＧ７の役割を認識する。我々

はまた、首脳がＧ７以外の国々の参加を得た形で、国際ルールに沿った、開放的、協調

的かつ国際的な気候クラブの設立を追求することを決定したことを認識する。我々は、

野心的な気候変動対策が全ての経済にとって強固で持続可能な成長に資することを示

すことにより、真のパラダイムシフトを達成することにコミットしている。我々は、気

温上昇を１．５度に抑えることを射程に入れ続け、パリ協定の目標に沿った、ネット・

ゼロの道筋での移行を目指す途上国及び新興市場の努力を支援することにコミットす

る。 

 

２９．新興国や途上国と強力に連携したＧ７による具体的な行動と協力の強化は極めて

重要である。これは、世界の温室効果ガス排出の最大の発生源であるエネルギー部門に

特に当てはまる。この文脈において、我々は効果的に排出量を削減するための具体的な

政策を進展させ、我々の経済の変革のアジェンダを追求するため、他の大臣と協力する。

我々はＧ７の首脳の課題を実行するために、公正なエネルギー移行パートナーシップ及

び新興市場や途上国への働きかけを強化し、更に発展させていく。我々は、野心的で個々

に適したパートナーシップを通じて、Ｇ７以外のパートナー国への国際的な支援と関与

を強化するとともに、気候、エネルギー、環境、金融を所管する大臣とこの目標のため

に協力することを期待している。我々はまた、パートナー国のオーナーシップに基づい

た、気候中立に向けたクリーンで公正な移行を加速化させるために、既存のパートナー

シップに基づき、これを前進させることにコミットする。これには、２０３０アジェン

ダに沿った社会経済的便益と開発の機会をもたらすエネルギー政策改革が含まれる。

我々は、Ｇ７インフラ及び投資のためのパートナーシップ（Ｇ７ ＰＩＩ）との相乗効

果を活用する。 

 

３０．我々は、ＭＤＢｓ、開発金融機関（ＤＦＩｓ）及び多国間基金に対し、相応の適

応資金目標の設定や、グリーンな移行を下支えするための財政・規制・マクロ経済政策

の改革をおける国々への支援によるものを含め、気候変動及び生物多様性に関する野心

的な行動を支援するための取組を更に強化することを強く求める。我々は、国内の歳入

動員に関連する財源としてのグリーン税制の役割を認識する。我々は、世界銀行グルー

プが主導的な役割を果たしながら、ＭＤＢｓが、各国のパリ協定に整合的な移行への道

筋に沿った気候関連の開発政策の実施を組織的に提供することを期待し、これを支持す

る。我々は、多国間金融機関、気候・環境基金、慈善団体及び民間部門に対し、公正な

エネルギー移行を促進するためのものを含め、気候中立で、気候変動に強靱な、ネイチ

ャーポジティブな経済に向けた重要な資金動員を行うことを求める。我々は、自然、人々、

地球に関するＭＤＢｓの共同声明を歓迎する。我々は、ＭＤＢｓに対し、同声明を実施

するための明確かつ期限付きの行動にコミットすることを求める。ＭＤＢｓは、各自の

ポートフォリオとパリ協定及び予想されるポスト２０２０生物多様性枠組との整合性

を確保する必要がある。我々は、パリ協定第２条１（ｃ）に沿って、温室効果ガスが低



排出で気候変動に強靱な開発の方針と資金の流出を適合させる我々の取組を引き続き

推進する。 

 

３１．我々は、パリ協定の目標達成のための国が決定する貢献（ＮＤＣｓ）及び低排出

型開発のための長期戦略（ＬＴＳｓ）の重要性を強調する。我々は、２０３０年目標が

未だパリ協定の気温目標と整合していない全ての国、特に主要排出国に対し、ＣＯＰ２

７までに自国のコミットメントに沿ってＮＤＣｓを再検討し、強化するよう求める。

我々は、今世紀半ば、または半ば頃までにこの目標を達成することを目指し、ネット・

ゼロ排出への公正な移行に向けたＬＴＳｓを提出していない国に対して、これをＣＯＰ

２７よりも前に提出するよう求める。我々は、パリ協定の目標及び２０３０アジェンダ

の開発目標に沿ってＮＤＣｓ及びＬＴＳｓを更新し実施する途上国に対する我々の支

援を拡大することにコミットする。我々は、この点に関する、ＮＤＣパートナーシップ

の促進的な取組を歓迎する。我々は、全ての国に対し、各々のＮＤＣｓを具体的な政策、

プログラム、公的予算及び投資計画に反映させることを求める。我々は、都市及び地方

公共団体がこの移行を加速化し、地域のニーズに従い、社会的に適合したものにするた

めに極めて重要であることから、公正な気候及びエネルギー移行を擁護する上で、これ

らの重要な役割を認める。 

 

３２．我々は、適応に関する世界全体の目標（ＧＧＡ）に関するグラスゴー・シャルム

エルシェイク作業計画を支持し、気候災害や変化に対する、人、生態系、天然資源の強

靱性を高めるために、適応行動の実施や災害リスク削減の管理を強化することにより、

同計画に関与することにコミットする。我々は、脆弱な国に対する行動と支援が更に拡

大される必要があること、及び、公的支援に加えて、気候適応に対する民間部門の関与

を強化することが重要であることを認識する。 

 

３３．気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）第６次評価報告書（ＡＲ６）第２作

業部会報告書の結果に照らせば、気候変動の影響による危険性を回避し、経済的・非経

済的な損失及び損害の可能性を減少させるために、気候変動の緩和と適応の文脈におけ

る現在の取組は、強化されなくてはならない。我々は、気候変動の深刻な影響に対し特

に脆弱な途上国の損失や損害の回避、最小化、対処に関連するアプローチを実施するた

めの金融、技術、そして能力強化を含めた行動と支援を適切に拡大する緊急の必要性を

認識している。我々は、グラスゴー対話と同様にサンティアゴ・ネットワークを強く支

持する。 

 

３４．我々は、気候変動と災害リスクに脆弱な人々や国々の保護を確保することが緊急

に必要であると認識している。ＩｎｓｕＲｅｓｉｌｌｉｅｎｃｅグローバル・パートナ

ーシップ（ＩＧＰ）や地域的リスクプール等の気候・災害リスクファイナンス及び保険

（ＣＤＲＦＩ）のメカニズムや手段を含め、ＣＤＲＦＩを拡大するための世界的な取組

は、既に近年、資金保護の増加につながっている。我々は、Ｇ７以外のパートナーと共

に、グローバルなＣＤＲＦＩアーキテクチャを更に強化し、より体系的、首尾一貫した

持続したものとすることにコミットし、気候リスクに対するグローバルシールドに向け

取り組む。我々は、各地域の特徴を反映したものも含め、民間部門が全面的に参加する

形で既存の枠組みや仕組み強化する。我々は、ＩＧＰと協力して、ＣＤＲＦＩのための

強力な調整メカニズムを構築し、ＩｎｓｕＲｅｓｉｌｌｉｅｎｃｅソリューション基金

と世界銀行のグローバル・リスク・ファイナンシング・ファシリティに対し、保護のギ

ャップを特定しカバーする、幅広いパートナーを支援することにより貢献するよう求め



る。我々は、ＳＭＡＲＴプレミアムと資本支援の原則を支持し、これらを更に発展させ、

我々のＣＤＲＦＩ支援における実践に反映するようコミットし、他のドナーや民間セク

ターに対しても同様に行うよう求める。我々は、全てのＣＤＲＦＩの取組と適応型の社

会保護を拡大する取組を結び付けることにコミットする。 

 

３５．適応と強靱性におけるニーズの高まりを認識し、我々は、途上国における適応と

強靱性を支援するための気候資金を引き続き増加させる。我々は、パリ協定第９条第４

項を想起し、スケールアップされた財源の提供において緩和と適応のバランスを達成す

るという文脈において、途上国に対する適応のための気候資金の全体としての提供額を、

２０２５年までに２０１９年レベルから少なくとも倍増させるというグラスゴー気候

合意の要請を再確認する。我々は、全ての利害関係者を含めて協力し、この点における

取組を強化し続ける。 

 

３６．我々は、Ｇ７気候・エネルギー・環境担当大臣による共同声明に期待する。我々

は、２０３０年までに生物多様性における損失を止めて反転させるためのＧ７・２０３

０年自然協約を再確認する。我々は、野心的なゴールとターゲット、強化された実施、

及び定期的な報告とレビューを伴う、変革的なポスト２０２０生物多様性枠組を支持す

る。我々は、生物多様性条約（ＣＢＤ）第１５回締約国会議（ＣＯＰ１５）第２部開催

の前に、Ｇ７外からの更なるコミットメントを奨励する。我々は、Ｇ７・２０３０年自

然協約で、２０２５年まで自然に基づく解決策への財政的な貢献を増やし、全ての資金

源からの自然への投資を劇的に増やし、自然が、経済的及び財政的意思決定の際に説明

され、主流化されることを保証するというコミットメントを再確認する。我々は、ＭＤ

Ｂｓに対し、「自然、人間、地球」に関するグラスゴー共同宣明を実現し、ＣＢＤ Ｃ

ＯＰ１５までに生物多様性資金を報告することを求める。我々は、途上国の、生物多様

性のための国内資金動員のための能力構築を支援する。また、我々は、予期されている

ポスト２０２０生物多様性枠組に沿った生物多様性国家戦略及び行動計画（ＮＢＳＡＰ

ｓ）の重要性を強調する。我々は、新興国及び途上国のＮＢＳＡＰｓの更新及び実施を

支援することにコミットする。我々は、健全な地球の海洋と強靱な海洋生態系の重要性

を認識し、Ｇ７海洋ディールに関する作業を支持し、Ｇ７内外のグローバルな海洋ガバ

ナンスの強化、科学的協力及び海洋に関する大胆な行動に対する緊急の必要性を強調す

る。 

 

３７．Ｇ７は、雇用やビジネスの機会を含め、人、農業、自然、気候に対する自然に基

づく解決策（ＮｂＳ）に伴う複数の便益を活用しながら、その実施を主流化し、強化し、

拡大することにコミットする。我々は、国連環境計画（ＵＮＥＰ）第５回国連環境総会

（ＵＮＥＡ５．２）において、持続可能な開発を支援するためのＮｂＳに関する決議が

採択されたことを歓迎する。我々はＮｂＳが、ＵＮＥＡ５．２決議で強調されているよ

うに、社会的および環境的なセーフガードを尊重し、その潜在能力を効果的、公平かつ

持続的に最大限に発揮できるようにすることを強調する。我々は、気候変動枠組み条約

第２６回締約国会議（ＣＯＰ２６）の森林・土地利用に関するグラスゴー・リーダーズ

宣言の実施にコミットし、２０３０年までに森林の消失と土地の劣化を阻止し好転させ

るために取り組む。 

 

３８．Ｇ７は、生物多様性の損失、グローバルヘルス及び気候変動という相互に依存す

る課題に取り組む上での先住民族及び地域社会の役割を認識する。従って、我々は、ポ

スト２０２０生物多様性枠組において、先住民族及び地域社会の顕著な役割、先住民族



の自由意思に基づく事前かつ十分な情報提供を受けた上での同意及び人権の尊重を提

唱し、関連する国際文書の実施を支持する。 

 

３９．我々は、よりグリーンでより強靱な未来に向けた野心的な軌跡のため、より良く

備える必要がある。グローバルなグリーンエコノミーを達成するためには、必要な移行

は社会的に公正でなければならない：包摂的でグリーンな雇用機会を促進し、適応的な

社会保護に向け進展し、貧困に対抗し、不平等を減らし、環境保護のための構造的変化

の社会的受容を増大させなければならない。 

 

４０．我々は、働きがいのある人間らしいグリーンな雇用の創出における民間部門の

極めて重要な役割、社会的経済団体の重要な役割、雇用と技能促進に対する我々の包

摂的アプローチ（誰一人取り残さない）、女性の起業家精神に関するＧ７原則及び女

児と女性のための生活技能・技術・職業教育・訓練のＧ７に関するＧ７目標を認識す

る。我々は共に、世界中のエコロジーに関連するセクターにおいて、働きがいのある

人間らしいグリーンな雇用を創出するための環境作りに努めている。２０２５年まで

に、我々は、我々の新興国・開発パートナー国の戦略と整合的に、また我々の予算プ

ロセスに従って、グリーン・セクター及び伝統的セクターのグリーン化に特化した雇

用及び技能促進プログラムに対する我々のＯＤＡの割合を増加させる。我々はさらに、

グリーンエコノミーに貢献する雇用及び技能の雇用志向の民間部門と能力開発のた

めの基準と、我々のそれぞれのプログラムの影響をモニタリングし評価するための調

和された効率的なアプローチを２０３０年までに作成するという取組を歓迎する。こ

の目的を実現するために、我々は、Ｇ７労働大臣、社会的パートナー及び主要な国際

機関との協力を期待する。具体的に、我々は、ＩＬＯとＯＥＣＤに対し、関連するス

テークホルダーと連携して、既存の定義や枠組みを考慮しつつ、このプロセスを支援

することを要請する。 

 

４１．我々は、環境的に持続可能でないセクターの転換によって生じる可能性のある

困難に対処し、気候変動に対する強靱性を築き、人々が気候変動に適応できるよう、

統一的で、適切で、適応的で、衝撃に強く、包摂的なすべての人に対する社会保護を

２０３０年までに実現することに向けた進展を加速する必要がある。強力な国内政

策・措置及び国際協力の強化により、ＳＤＧｓ目標１．３に沿ったすべての人のため

の社会保護へのアクセスの実現に向けて、２０２５年までに途上国のさらに１０億人

に対して社会保護へのアクセスを拡大できる可能性がある。我々は、途上国が、特に

低所得国においては国内戦略に沿って、国内の社会保護制度を拡張するに際し、我々

の予算プロセスに従って、資金を動員することを含め、途上国を支援する。我々は、

ＭＤＢｓと多国間機関に対し、この目的を支援するよう求める。我々は、災害リスク

金融メカニズム内を含め、社会保護、食料安全保障、気候変動政策・気候資金間の連

携を強化する。労働大臣とともに、我々は、２０３０年までに４億の雇用を創出し、

現在どの社会保護制度や措置によってもカバーされていない人々に社会保護の対象



を拡大するという、国連事務総長の「公正な移行のための雇用及び社会保護のグロー

バル・アクセラレーター」構想を歓迎し、その設立に向けたプロセスを支持する。 

 

４２．我々は、多くの途上国における債務負担の増大が、ＳＤＧｓ達成に向けた進捗を

妨げ、よりグリーンで、より強靭で、より包摂的な経済への移行のための投資を締め出

すことを懸念し、公正かつオープンな貸付慣行の重要性を強調する。我々は、債務再編

のための債権者間の協調を強化すること及び関連する能力開発を通じ、我々の既存の手

段の実施を改善することを目指し、また、ＳＤＧｓ達成を可能にする債務開発スワップ

やその他の手段の可能性と限界についてのより良い理解を促進する。 債務を開発のた

めに機能させるために、財務大臣とともに、我々は、適時かつ秩序だった方法で連携し

た債務再編を可能とするため、Ｇ２０及びパリクラブによる「債務支払猶予イニシアテ

ィブ（ＤＳＳＩ）後の債務措置に係る共通枠組」を成功裏に実施するための我々の取組

を継続する。非パリクラブ国を含む全ての関係債権国が、「共通枠組」の下で要請され

た必要な債務措置に貢献することが引き続き不可欠である。Ｇ７財務大臣とともに、

我々は、措置の同等性の原則に沿って、全ての債務再編に民間部門の関与を求めること

を再強調する。我々は、世銀とＩＭＦに対し、債務国に政策指針と技術支援を提供する

取組を継続し、将来の債務措置における民間債権者の参加をいかに改善・強化しうるか

について、分析に基づく実現可能な提案に貢献することを要請する。我々は、債務デー

タの透明性及び正確性を向上させるための債権者及び債務者双方による共同の取組の

重要性を再確認する。 

 

４３．社会・環境の変革の実現を目指し、我々は、持続可能な金融に適した政策環境の

整備のため、新興国及び途上国への支援を強化する。 

 

４４．我々は、特にアフリカにおいて、また世界の他の地域においても、不正な資金及

び汚職が、途上国が公共サービスを調達しＳＤＧｓを達成する能力に対して有害な影響

を及ぼすことを認識する。したがって、我々はＧ７として、アフリカのパートナーが１

５の追加的な実質的支配者の透明性登録機関を設置することを支援し、とりわけ、アフ

リカにおけるものを含むＦＡＴＦ型地域体（ＦＳＲＢs）に追加的な専門知識と資金支

援を提供し、アフリカにおけるＦＳＲＢｓのための能力開発を提供するという２０２１

年６月に財務大臣が行ったコミットメントを再確認する。 

 

４５．我々は、労働雇用大臣、農業大臣、気候・エネルギー環境大臣及び貿易大臣と共

に、グローバル・サプライチェーンにおける国際的に受容された環境・労働・社会基準

の実施を強化することにコミットする。我々は、国連ビジネスと人権に関する指導原則、

ＯＥＣＤ多国籍企業行動指針、ＩＬＯ多国籍企業及び社会政策に関する原則の三者宣言

を十分に実施するために、政策一貫性を引き続き改善することにコミットする。我々は、

国のニーズや状況を考慮しながらビジネスにおける人権尊重を促進するため、国内的・

国際的、義務的・自発的な措置の上手な組み合わせを支援する。我々は、公平な競争条

件を促進するための国際的に法的拘束力のある文書について議論する潜在的メリット

を認識する。我々は、パートナー国及び現地企業に対する支援策の強化・調整に引き続

き取り組む。 

 

持続可能な開発のための未来志向のインフラ投資 

 



４６．カービス・ベイにおける我々の首脳のコミットメント、２０２１年１２月３日及

び２０２２年２月２４日の首脳声明に基づき、我々は、民間部門の投資の増加を促進す

ることを含め、新興市場及び途上国におけるインフラ投資ギャップを縮小するため、他

の関係閣僚及びパートナーと共同でＧ７ ＰＩＩを進展させ、実施する決意及び気候変

動に強く、包摂的で、ジェンダーに配慮し、デジタルかつ持続可能なインフラを提供す

る決意を再確認する。持続可能な資金と質の高いインフラは、パリ協定とＳＤＧｓの目

標の達成、グリーンな回復及び経済の強靱性の向上のための基本である。さらに、我々

は、ロシアの違法な侵略によってウクライナの基礎インフラと都市が甚大に破壊された

ことを認識し、状況が許す限り、同国の荒廃したインフラの再建と復興に向けた国際的

な取組に追随し、それによってウクライナ主導による同国の自由で民主的な再建を支援

する用意がある 。 

 

４７．２０２１年に決定されたとおり、我々は、各国の持続可能なインフラ優先事項及

びニーズに基づき、特にアフリカ及びインド太平洋地域において、インフラ及び投資の

ための各国主導のパートナーシップを通じて、Ｇ７ ＰＩＩを実施する。ＪＥＴＰｓは、

Ｇ７がすでに実施している国別パートナーシップのＧ７ ＰＩＩアプローチの一つで

ある。我々は、２０２２年末までに、保健と気候関連インフラを含む全てのインフラ分

野を対象とする、さらなる国主導のパートナーシップの特定を開始することを目指す。

保健分野では、我々は、ワクチン、医薬品及びその他医療必需品の現地生産に加え、保

健分野のサーベイランス、デジタル化及び物流に関するインフラを強化することを想定

する。我々は、ＥＵのグローバル・ゲートウェイ、米国のビルド・バック・ベター・ワ

ールド、日本の質の高いインフラパートナーシップ、英国の投資パートナーシップなど

の既存のイニシアティブと密接に連携していく。 

 

４８．全てのアクターに国際的に認められたルールとスタンダードの遵守を求めること

を含む、質の高い持続可能なインフラ投資のスタンダードに関する最上位への競争は、

ＰＩＩのための我々の野心の中核をなすものである。我々は、質の高いインフラ投資に

関するＧ２０原則（ＱＩＩ原則）を実施するための作業を拡大し、ＱＩＩ指標の最終化

と実施についてＧ２０のパートナーと緊密に協働することにコミットする。我々は、質

の高いインフラ投資の推進のためのＧ７伊勢志摩原則、及びＧ２０の持続可能な金融に

関する業務ガイドラインを踏まえることを目指す。我々は、ＭＤＢｓ及び他の国際的イ

ニシアティブによるアプローチを調整的にするための取組を歓迎する。 

 

４９．我々は、既存の原則、スタンダード、ガイドラインの実施において、依然として

ギャップがあることを認識し、プロジェクト準備段階及び投資決定において高い持続可

能性のあるスタンダードの適用を確保できるようパートナー国を支援する。 

 

５０．我々は、透明性とグッドガバナンス、環境と気候、及び公的債務の持続可能性と

ライフサイクルコストへの十分な配慮を含む財政の持続可能性の重要性を強調する。

我々は、インフラのライフサイクルの全ての段階において、インフラへのアクセスにお

ける包摂性と、徹底したジェンダー主流化アプローチによる女性を含む周縁化された集

団の完全、平等、効果的かつ有意義な参加の重要性を強調する。 

 

５１．我々は、インフラ開発の上流の工程の重要性を認識する。我々は、公正な労働基

準、法の支配及び腐敗防止を含む法的及び規制環境の整備を再び強化する。我々は、十

分に準備され、融資可能なインフラプロジェクトの重要性を強調し、そのようなプロジ



ェクトを公的及び民間資金と結びつける際の根強いギャップ解消のために取り組む。

我々は、政策改革の実施を促進する上で、能力開発や政策に基づく融資といった既存の

Ｇ７及び多国間支援の重要な役割を強調する。我々は、国際金融公社、官民インフラ・

アドバイザリー・ファシリティ、グローバル・インフラストラクチャー・ファシリティ、

都市気候金融ギャップ基金、Ｃ４０都市金融ファシリティ、Ｇ７複雑な契約の交渉支援

強化（ＣＯＮＮＥＸ）イニシアティブ、ソース・プラットフォーム、インフラ透明性イ

ニシアティブ（ＣｏＳＴ）、アフリカとのコンパクト、アフリカにおけるインフラ開発

プログラム（ＰＩＤＡ）（アフリカ連合開発庁－アフリカ開発のための新パートナーシ

ップ計画調整庁（ＡＵＤＡ－ＮＥＰＡＤ）及びＰＩＤＡ ＩＩ）及び統合国家金融フレ

ームワークを含むアフリカ連合のイニシアティブなどの既存の成功した制度やイニシ

アティブがさらに強い役割を果たすこと構想する。 

 

５２．政府のあらゆるレベルにおける公共投資の重要な役割を十分に認識する一方で、

中低所得国においては、相当量の追加的な民間投資を動員する必要がある。したがって、

我々は、構造化された官民インフラ投資ファンド、資本市場開発、保証、保険又は贈与

スキームを含む混合手法の利用を促進することにコミットする。我々は、効果的な混合

手法の利用を促し、民間投資を促進するため、規制措置及び枠組みに取り組む。我々は、

ＭＤＢｓ及びその他ＤＦＩｓ（Ｇ７臨時ＭＤＢ／ＤＦＩ専門家グループ）からの質の高

い持続可能なインフラ投資のための民間資金動員に関する共同活動提案を歓迎する。

我々は、首脳会合において、Ｇ７の更なる行動に合意することを視野に入れつつ、Ｇ７ 

ＰＩＩの主要な優先事項を含む同提案について議論することを期待する。 

 

５３．Ｇ７は、持続可能なインフラの整備と資金調達における都市の重要性、また、市

町村、地方、地域政府の変革のためのプロセス、それらの間の協力、そしてそれらのイ

ニシアチブへの支援における中央政府の重要な役割を認識する。Ｇ７は、効果的な多層

ガバナンス、国際的な知識の共有、及び地方レベルの財政・計画能力の強化を支援する

ことを通じて、これを表明する。 

 

ＣＯＶＩＤ－１９との闘いと途上国における保健システム強化 

 

５４．我々は、世界的な脅威であるＣＯＶＩＤ－１９のパンデミックを終息させる必要

がある。何故なら、全ての人にとって終息するまでパンデミックは終息しないからであ

る。我々は、エピデミック及びパンデミックへの予防、備え、対応を含む保健システム

の強化と、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（ＵＨＣ）達成に向けた進展を加速させ

ることによって、将来の健康危機に対してより良く備えなければならない。 

 

５５．安全性、有効性、品質が保証され、入手可能な価格のワクチン、治療及び診断（Ｖ

ＴＤ）へのグローバルで公平なアクセスを確保するため、また、地域の状況やニーズに

即して、最も脆弱な人々に届くことに焦点を当て、全ての国の人口の少なくとも７０％

にワクチンを接種するという世界保健機関（ＷＨＯ）のＣＯＶＩＤ－１９に関する目標

に向けた進展のため、連携した行動と大幅な加速が必要である。我々は、ＶＴＤの公平

な世界的分配と、途上国におけるそれらの普及のための能力を強化することを決意する。

我々は、ＡＣＴアクセラレータ（ＡＣＴ－Ａ）が２０２２年にパンデミックの急性期が

終息する手助けを可能にするための十分な貢献や、ＣＯＶＡＸＡＭＣ対象国・地域への

ワクチン支援への実質的な貢献を含め、ＡＣＴ－Ａの全ての柱への支援を再確認する。

現在までに、我々はこの取組に対して１８３億米ドルを提供している。 



 

５６．我々は、ＡＣＴ－Ａや他のパートナーによる多国間の取組と連携した二国間の取

組を通じて、ワクチンが実際の接種に繋がるように、途上国におけるワクチンと命を救

う医療手段の提供、とりわけラスト・ワン・マイルでの提供を支援することにコミット

するとともに外相宣言をこの意味で歓迎する。これには、現地の保健システムにおいて、

より長期的なＣＯＶＩＤ－１９の制御への移行を可能にする保健分野の人材の裾野の

拡大・研修・保護が含まれる。 

 

５７．持続可能な市場の創設によって支えられる、途上国でのワクチンと必須医療品の

持続可能で地域的多様性のある生産能力の構築は、必要不可欠な医薬品へのグローバル

なアクセスを改善し、公平性における格差を克服し、将来のパンデミックや感染症に備

えるための重要な一歩である。我々は、自発的な技術移転や相互に合意した条件でのラ

イセンシング供与を含む取組を通じて、途上国、特にアフリカにおける、現地及び地域

的なＶＴＤの持続的生産を支援する。我々は、規制の枠組みや持続可能な市場の創設に

重点を置き、それを可能にする環境を整備することを引き続き決意している。この点で、

我々は、例えばグローバルファンドのような、他の関連するステークホルダーと共に市

場形成のための戦略を策定しているＧａｖｉの取組を歓迎する。我々は、南アフリカに

ｍＲＮＡ生産ハブを設置し、そこから世界中に拡大するためのＷＨＯ及び医薬品特許プ

ールの活動を強調する。我々は、２０４０年までに生産率６０％を達成するというアフ

リカ連合の目標を支持する。 

 

５８．我々は、全ての国々においてパンデミックへの予防、備え、対応を向上させるこ

とが、グローバルな健康安全保障と保健システムを強化する鍵であることを認識する。

これには、多様なセクターにおけるアプローチ及び人、動物、環境の健康の間のつなが

りを認識するワンヘルス・アプローチが含まれなければならない。我々は、パンデミッ

クへの予防、備え、対応に関するＷＨＯの条約、協定、その他の国際文書の起草及び交

渉を行う政府間交渉会議（ＩＮＢ）を支持し、ＩＮＢが適切であると判断する場合は、

ＷＨＯ憲章１９条またはその他の規定に基づく採択を視野に入れる。我々は、国際保健

規則（ＩＨＲ２００５）を部分改正目標によってさらに強化されることを歓迎する。我々

は、国際獣疫事務局（ＯＩＥ）、国連食糧農業機関（ＦＡＯ）、ＷＨＯ、国連環境計画（Ｕ

ＮＥＰ）による４者構成、「ワンヘルス・ハイレベル専門家委員会」及びＰＲＥＺＯＤ

Ｅなどのその他の関連するイニシアティブの活動を奨励する。 

 

５９．我々は、パンデミックへの予防、備え、対応強化のためのグローバルヘルス・ア

ーキテクチャーの強化が必要であると認識している。これには、ＷＨＯを強化し、グロ

ーバルヘルスにおいて指導、調整上の役割を果たすよう支援し、また、それに見合った

資金を提供することが含まれる。我々は、ＷＨＯの持続可能な資金調達に関する作業部

会が、ガバナンス、透明性、説明責任、効率性、コンプライアンスの強化とともに、Ｗ

ＨＯの資金調達をより持続可能、予測可能で、柔軟なものにするための提言について合

意したことを歓迎する。我々の目的は、世界的な連携を強化し、重複を避けることであ

る。我々は、パンデミックへの備えと対応において大きな資金ギャップがあることを認

識し、この点に関するＧ２０財務・保健合同タスクフォースの作業を支持する。我々は、

Ｇ７保健大臣とＧ７開発大臣との合同セッションでの、低・中所得国におけるワクチン

の公平性とパンデミックへの予防、備え、対応についての重要な課題に関する議論を歓

迎する。 

 



６０．我々は、強く、強靱で、ジェンダーに配慮した公平な保健システムは、健康安全

保障を強化するための基盤であり、社会・経済的発展を可能にするものであることを認

識する。我々は、保健システム、公衆衛生機能、プライマリーヘルスサービス及び、保

健人材を強化するために協力して取り組むという我々のコミットメントを再確認する。

その目標は、高齢者、障害者、女性、子ども、とりわけ女児、青少年及びその他の脆弱

な集団を含む、包括的で質の高い必要不可欠な保健・精神保健サービスの公平な提供で

ある。我々は、２０２３年の国連総会ＵＨＣハイレベル会合に向けて協力し、とりわけ

ＵＨＣを含むＳＤＧｓ目標３を共に達成するというコミットメントを再確認する。 

 

６１．我々は、全ての人のための包括的な性と生殖に関する健康と権利（ＳＲＨＲ）を

実現するために、我々の共同の取組を増大させることにコミットする。我々は、包括的

かつ包摂的な性教育、近代的で質の高い避妊法への全ての個人のアクセスの重要性につ

いて認識すると共に、性と生殖の健康に関する意思決定における個人の主体性を高め、

質の高い、アクセス可能で受容可能かつ負担可能な性と生殖のための保健サービスへの

公平かつ普遍的アクセスに対する我々のコミットメントを再確認する。我々は、ＳＲＨ

Ｒへのアクセスに対するパンデミックの影響に取り組む必要性を強調する。この影響は、

最貧国において新型コロナによる死者１人に対し２．６人の女性と子どもの死をもたら

し、あらゆる女性と女児、青少年の自己決定、社会、教育、経済への参加と幸福を危険

にさらしている。 

 

６２．我々は、妊産婦、新生児及び子どもの健康に関するムスコカ・イニシアティブの

重要性を認識し、生殖に関する健康、母子保健、新生児保健、小児保健、思春期保健（Ｒ

ＭＮＣＡＨ）及びＳＲＨＲへの関与を増大するためにあらゆる努力をすることにコミッ

トする。投資は、最もニーズの高い地域である特にアフリカに焦点を当て、プライマリ

ーヘルスケアのユニバーサルアクセスと公平な提供を優先的に改善し、医療従事者を含

めた保健システムの強化に貢献する。我々の共同の関与は、包括的な性と生殖に関する

保健サービス、定期的な予防接種、保健施設やコミュニティにおける水と衛生（ＷＡＳ

Ｈ）施設の改善、社会・行動変容コミュニケーション、及び女性、新生児、子ども、青

少年のための質の高い保健・栄養サービスへの公平なアクセスに対する支援を含む。

我々の共同の取組は、予防可能な妊産婦、新生児、子どもの死亡、ＳＲＨＲ及びＵＨＣ

に関するＳＤＧｓの達成に大きく貢献することを目指している。 

 

６３．我々は、２０２２年秋に米国のバイデン大統領が主催する、２０２３～２０２５

年の期間にドナー全体からのプレッジを３０％増加させ、最低１８０億米ドルの資金調

達を目標とする世界エイズ・結核・マラリア対策基金（グローバルファンド）の第７次

増資会合に向けて支援することにコミットする。我々は、ＷＨＯ、ロール・バック・マ

ラリア、ストップ結核パートナーシップや国連合同エイズ計画（ＵＮＡＩＤＳ）といっ

た主要な技術的パートナーとともに、三大感染症を終わらせるという目標に向けて、野

心的でありながら達成可能な道筋を策定し、２０３０年までにＵＨＣ及び保健に関する

ＳＤＧｓを達成することに貢献する新しいグローバルファンドの戦略を歓迎する。 

 

６４．我々は、Ｇａｖｉとの緊密な連携の上で、世界ポリオ根絶イニシアティブ（ＧＰ

ＥＩ）を通じてポリオとの闘いを引き続き支援していく必要がある。そのインフラ、監

視能力及びＧＰＥＩを通じて強化された、脆弱なコミュニティへアクセスする能力は、

多くの国々で、ポリオやパンデミックを含む新たな健康への脅威の予防と対応に不可欠

なものである。２０２２年１０月にドイツと共催される、２０２２～２０２６年のポリ



オ根絶戦略のためのＧＰＥＩへの４８億米ドルの資金調達を目指す会合は、ドナーにと

って支援にコミットする重要な機会となる。 

 

６５．薬剤耐性（ＡＭＲ）のまん延による世界的な脅威が急速に高まっていることを認

識し、我々は、次の二つの補完的な柱に焦点を当てる：感染予防及び制御並びに信頼性

が高く強靱で包摂的なＷＡＳＨサービスを含む抗菌薬適正使用支援。我々は、グローバ

ル薬剤耐性サーベイランスシステム（ＧＬＡＳＳ）を補完し又はそれを含む、ワンヘル

ス・アプローチの中で統合された途上国のＡＭＲのサーベイランス・システムのための

支援を強化する。 

 

６６．我々は、ＷＨＯのロードマップと新しいキガリ宣言に沿って、顧みられない熱帯

病（ＮＴＤ）との闘いにおける保健システム強化のための支援を再確認する。我々は、

ＮＴＤに対する新しいＶＴＤの開発と分配、及びＷＡＳＨに重点を置き、プライマリー

ヘルスケアの包括的アプローチの一環として、ＮＴＤ保健サービスのさらなる統合を奨

励する。 

 

説明責任 

 

６７．説明責任と透明性は、Ｇ７首脳のコミットメントの信頼性を維持するために不可

欠なＧ７の中核となる原則である。我々は、２０２２年に５回目となるＧ７包括的説明

責任報告書（ＣＡＲ）を作成し、これまでのＧ７首脳による開発及び開発関連のコミッ

トメントをフォローアップすることで、Ｇ７の説明責任に大きく貢献している。我々は、

２０２２年のＧ７サミットに先立ってこの報告書を公表し、Ｇ７プロセス全体の正当性

に貢献することを目指す。 

 

結語 

 

６８．多重の危機が進行しており、人類は岐路に立たされている。我々は、この困難な

時代においてもＳＤＧｓを我々のアジェンダの中心に強く維持し続けなければならな

らい。 

 

６９．我々は、２０２３年の議長国日本と協力することを楽しみにしている。 

 

（了） 


